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エックスネットのご紹介 （会社概要・沿革）

会社概要 沿革

会社名 株式会社 エックスネット

住所
東京都新宿区荒木町13番地４
住友不動産 四谷ビル4階

代表者 代表取締役社長 茂谷 武彦

設立 1991年6月3日（平成3年）

資本金 7億8,320万円

従業員数 182名（2018年9月末現在）

事業内容

・ 資産運用管理アプリケーションの
アウトソーシング事業 「ＸＮＥＴサービス」

・ 投資関連情報の配信サービス事業
・ STPサービス事業 （電子的な情報伝達を

仲介するサービス）

主要顧客 銀行を含む広義の「機関投資家」

1991年 会社設立 （野村證券・野村総研出身者３名で創業）

1997年 「バックオフィス」向けサービス開始

1998年 「フロントオフィス」向けサービス開始

2000年 「ＮＡＳＤＡＱ ＪＡＰＡＮ」市場の第１号銘柄として上場

2000年 センター型「ＳＴＰ」サービス開始

2001年 バックオフィス向けサービスに「約定主義対応」を追加

2002年 有価証券業務の「アウトソーススキーム」を確立

2003年 「東京証券取引所」市場第2部に上場

2003年 「投信計理」サービス開始

2003年 議決権行使管理に対応（スチュワードシップ・ソリューション）

2004年 東京証券取引所市場「第1部」へ指定替え

2007年 投信計理サービスにバックオフィス対応を追加

2009年 ＮＴＴデータと資本業務提携、連結子会社となる

2015年 「個人向け信託管理サービス」（地方銀行向け）開始

2017年 日本初の「国内籍外貨建投信計理」サービス開始

2017年 ＳＯサービス拠点として札幌にオフィス開設（10月）

 当社は創業以来27年間「資産運用管理専門」のシステム提供と業務サポートを行う企業です。
 生命保険会社、損害保険会社、投信会社、投資顧問会社、信託銀行、各種銀行などの機関投資家を中心に

160社を超えるお客様にご利用頂いています。
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地方銀行で拡大 「個人向け信託管理サービス」

個人向け信託管理サービス 国内実績No.1個人向け信託管理サービス 国内実績No.1

2

南都銀⾏
「家族円満」パンフレット

伊予銀⾏
「家族の絆信託」パンフレット

三井住友銀⾏
「家族リレー信託」パンフレット

信⾦中央⾦庫
「こころのリボン」パンフレット

信⾦中央⾦庫
「こころのバトン」パンフレット



個人向け信託ニーズ獲得による成長戦略

個人向け信託ニーズの拡大 ⇒ 現代社会が抱える問題解決へ！個人向け信託ニーズの拡大 ⇒ 現代社会が抱える問題解決へ！
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遺言代用信託

後見制度支援信託 解約制限付信託

①圧倒的な導入実績
（自行取扱い＋代理店スキーム）

②信託ノウハウの高さ
（個人向け信託コンサル）

③ワンストップサービスの提供
（アプリケーション＋基盤環境提供）

(商品内容) 契約者死亡時の⾦銭⽀払いがスムーズに⾏える信託商品 (商品内容) 1⼈あたり年間110万円まで⽣前贈与が⾏える信託商品
暦年贈与型信託

(ニーズ) ⼦や孫に⽣前贈与を⾏うと共に、相続税対策も⾏いたい！(ニーズ) 簡便な⼿続きで妻や⼦に対する相続対策を⾏いたい！

(商品内容) 認知症後に家庭裁判所を介し財産管理が⾏える信託商品 (商品内容) ⾃らが指名した親族等に財産管理を任せられる信託商品

(ニーズ) 認知症と診断される前に親族等に財産管理を任せたい！(ニーズ) 認知症と診断された後の財産管理対策を⾏いたい！

地⽅銀⾏地⽅銀⾏

信
託
銀
⾏
＋
メ
ガ
バ
ン
ク

信
⽤
⾦
庫

～2030年へ向けて（相続市場）～
 次世代への資産移転1,000兆円の獲得

 認知症高齢者の資産215兆円の獲得（現在143兆円）

相続対策 ⽣前贈与対策

認知症対策 認知症対策＋振込詐欺対策
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地方銀行への浸透 ・2009年頃（NTTDグループ前）

凡例（網掛けは導入中）

個人向け信託
有価証券バック他
両サービス
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地方銀行への浸透 ・2018年以降予定

凡例（網掛けは導入中）

個人向け信託
有価証券バック他
両サービス



フロント、ミドル、バックを含めた資産運用管理システムのご利用実績は下表の通りです。（２０１８年７月末現在）

生命保険 損害保険

４５

銀行/
信託銀行/

信用金庫 等

３１

投信
投資顧問

１２

損害保険

【損保協会加盟全26社の有価証券運用総額（24兆3,648億円）
に占めるXNET利用割合 （2018/3月期決算） 】

※OEM供給の「NISSAY-IT-XNET」実績含む
※導入中、導入決定先含む

ＸＮＥＴサービスの業態別導入実績

XNET
261兆

3,115億円

84%

その他16%

【生保協会加盟全41社の有価証券運用総額（310兆1,790億円）
に占めるXNET利用割合 （2018/3月期決算）】

XNET
23兆

3,459億円

96%

その他 4%

生命保険

２４
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証券会社他
その他金融/

事業会社

４６ ７



XNETサービスの全体像は下記の通りとなります。
銘柄情報提供を含め、フロント～バックまでの資産運用管理業務を包括的にサポートしております。

ＸＮＥＴサービスの全体像

お客様

ミドル業務

•パフォーマンス（TWRR）

•リスク管理（VaR）

証券会社

信託銀行

約定指図/結果

国内証券
照合指図／結果

銘柄情報提供元

トムソン・ロイター・マーケッツ
株式会社

ＩＣＥ・データ・サービシーズ
株式会社

SIX フィナンシャル
インフォメーションジャパン株式会社

国内証券
銘柄情報

外国証券
銘柄情報

証券保管振替機構

※ほふりの決済照合システムに

データ連動を行います

発注送信／出来受信

バック業務
•簿価管理 ・現物管理

•勘定仕訳 ・資金管理

フロント業務

•トレーディング

•コンプライアンスチェック

ＩＦＲＳ管理

•公正価値 ・償却原価

•減損 ・ヘッジ会計

周辺システムに合わせた
柔軟なデータ連携

その他関連システム
（外部接続）

スチュワードシップ管理
•エンゲージメント・分析機能

•電子行使プラットホーム連携
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ＸＮＥＴのビジネスモデル



当社のビジネスモデル
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コンセプトコンセプト

「ＸＮＥＴサービス」とは…

お客様（企業）に

サービス型（月々のサービス料）で

システムを提供

は創業以来１つの商品「ＸＮＥＴサービス」のみを推進



当社のビジネスモデル
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提供パターンの比較提供パターンの比較

コンセプト 責任 業者

自社開発型
あなたの言われたものを作ります

→ コストは全額発注側負担
失敗リスクを１社単独で負担

発注する企業
ＳＩベンダー
ソフトハウス

パッケージ型
これを利用して下さい

→ 低額（但し変更・追加は高額）
販売する側

パッケージ
ベンダー



当社のビジネスモデル
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「ＸＮＥＴサービス」のビジネスモデル「ＸＮＥＴサービス」のビジネスモデル

〈サービス型〉･･･陳腐化しないシステムの提供（現状よりスタートし、少しずつ改良、改善）

改良 機能
追加

業務の
変更に伴
う変更

導入
制度の
変更に伴
う変更

すべてを月々の固定のサービス料で対応

初期費用なし・追加投資なし

＊ＸＮＥＴのメリットは？

・アプリケーションの版権はすべてＸＮＥＴが保有
・他社の利用時にも同一アプリケーションを展開・利用
・すべてのノウハウがＸＮＥＴのアプリケーションに蓄積（知恵の共有）
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ＸＮＥＴサービス提供範囲の拡大

お客様のご要望と共に「サービス提供範囲の拡大」お客様のご要望と共に「サービス提供範囲の拡大」

アプリケーション・アウトソーシング・サービス（ＡＯＳ）

アプリケーション・
プログラムの提供

ハード・ＯＳ・
ミドルウエアの提供

「アプリケーション＋基
盤」の設計・運用・監視

業務サービスの提供

インフォメーション・テクノロジー・アウトソーシング（ＩＴＯ）

アプリケーション・
プログラムの提供

ハード・ＯＳ・
ミドルウエアの提供

「アプリケーション＋基
盤」の設計・運用・監視

業務サービスの提供

アプリケーション・マネジメント・アウトソーシング（ＡＭＯ）
スマート・アウトソーシング・サービス（ＳＯサービス）※

アプリケーション・
プログラムの提供

ハード・ＯＳ・
ミドルウエアの提供

「アプリケーション＋基
盤」の設計・運用・監視

業務サービスの提供

お客様作業

お客様作業

※ビジネス・プロセス・アウトソーシング
（ＢＰＯ）サービスよりサービス名を変更



ＸＮＥＴの第２四半期決算と今期の見通し



２０１９年３月期・第２四半期累計 前年同期との比較
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「ＸＮＥＴサービス」は、引き続き堅調に推移「ＸＮＥＴサービス」は、引き続き堅調に推移

２０１8年３月期

第２四半期

２０１9年３月期

第２四半期

対前年同四半期

増減率

百万円 百万円 ％

売上高合計 ２，１０２ ２，０９８ △０．２

ＸＮＥＴサービス ２，０７９ ２，０９５ ０．７

機器販売等 ２２ ３ △８３．９

売上原価 １，５２６ １，５７２ ３．０

（うち、減価償却費） （２１３） （２５０） １７．７

販売管理費 ２１５ ２１７ ０．９

営業利益 ３６０ ３０８ △１４．４

経常利益 ３６８ ３１８ △１３．５

四半期純利益 ２４７ ２１４ △１３．１

１株当たり四半期純利益 ２９．９２円 ２５．９９円 －

営業利益率 １７．２% １４．７% －

１株当たり配当金 （第２四半期末） １４円 １４円 －



２０１９年３月期・第２四半期累計 ４月発表予想との比較
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売上高は僅かに予想を下回るも、利益は上振れ売上高は僅かに予想を下回るも、利益は上振れ

予 想 実 績 進捗率
（対通期予想）

百万円 百万円 ％

売 上 高 ２，１００ ２，０９８
４８．８

前年同期比（%） △0.1 △0.2

営 業 利 益 ３００ ３０８
４７．５

前年同期比（%） △16.8 △14.4

経 常 利 益 ３１０ ３１８
４７．５

前年同期比（%） △15.8 △13.5

四半期純利益 ２１０ ２１４
４７．７

前年同期比（%） △15.0 △13.1



２０１９年３月期・通期業績予想
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増収も、償却負担増により減益を予想（期初発表予想の変更なし）増収も、償却負担増により減益を予想（期初発表予想の変更なし）

２０１８年３月期
通期実績

２０１９年３月期
通期業績予想

増減率

百万円 百万円 ％

売 上 高 ４，２０４ ４，３００ ２．３

営 業 利 益 ６７８ ６５０ △４．２

経 常 利 益 ６９２ ６７０ △３．２

当 期 純 利 益 ４６５ ４５０ △３．４



償却前営業利益（EBITDA）の推移
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償却前営業利益（EBITDA）は過去最高水準を更新中償却前営業利益（EBITDA）は過去最高水準を更新中
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1,200

1,400

償却前営業利益 減価償却費 営業利益

次世代化等投資状況

2018.3期までの投資累計

１,２７３百万円

今後3年間の投資総額（予定）

６９０百万円

※2018年3月時点における投資実績・予定による償却額推移



創業以来の売上高推移
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２０１４年３月期を底に、売上高は 「新たな成長ステージ」 へ２０１４年３月期を底に、売上高は 「新たな成長ステージ」 へ

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

35%

40%

45%

50%

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

総売上高

XNETサービス売上高

営業利益率（右軸）

（百万円）

ＸＮＥＴサービスは
順調に拡大

顧客の合併影響

過去最高更新
を継続

約定会計特需 リーマンショック後も
ＸＮＥＴサービスは順調

ＡＭＯ／ＳＯ

AMO・ＳＯサービス売上高

・売上高５０億円
・過去最高経常利益（８．８６億円）の更新
・売上高営業利益率１５％以上
・有利子負債０の維持

目
標

19.4%
21.4%

ＣＧＣの売上目標50億円

20%程度



中期的経営戦略など



20

ＸＮＥＴの成長戦略

現状現状

アプリ
（経理コア）

アプリ
（経理コア）

アプリ
（周辺拡大）

アプリ
（周辺拡大）

ＡＭＯＡＭＯ

ＳＯＳＯ

損害保険損害保険 投資顧問投資顧問 投資信託投資信託生命保険生命保険 地方銀行地方銀行

シェア
83％

シェア
95％

シェア
50％

シェア
8％

シェア
8％

IFRS

スチュワードシップ・ソリューション（SSS)

レポート
報酬計算 外貨建

個⼈向け信託
有価証券バック

IFRSコンサル IFRSコンサル
業務改善
運⽤⽀援

経理
レポート
＋α

経理
レポート

計理経理
レポート
＋α

経理
レポート
＋α

NEXT

Stage

成長戦略成長戦略

NEXT

Stage

NEXT

Stage業務全般へ

高

中

低

高
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ＸＮＥＴの成長戦略（ＳＯ）

『システム利⽤料』
からの転換

↓
Operationという
『機能の提供』

ＳＯサービスの
位置付け

ＢＰＯは⾃社システム
の維持のためのツール

ＳＯに対する目線 業務遂行の本質

事務コストを下げて
⽇本の資産運⽤業界の

競争⼒を向上
↓

最終的に投資家へ貢献

業務のプロにより、
最⼩の業務定義書で

最良・最善の成果提供
↓

運⽤会社の負荷最⼩
｢変化｣にも柔軟に対応

膨⼤な業務定義書を元
に機械的な事務の提供
(定義外は逐次確認)

↓
運⽤会社の残留負荷⼤

運⽤会社の業務も
⽂書化＆オフショア化

↓
⼈件費の差額をシェア
(運⽤会社/受任会社)

当
社

他
社
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ＸＮＥＴの成長戦略（新たなる挑戦）

現状現状

アプリ
（経理コア）

アプリ
（経理コア）

アプリ
（周辺拡大）

アプリ
（周辺拡大）

ＡＭＯＡＭＯ

ＳＯＳＯ

損害保険損害保険 投資顧問投資顧問 投資信託投資信託生命保険生命保険 地方銀行地方銀行

シェア
84％

シェア
96％

シェア
50％

シェア
8％

シェア
8％

IFRS

スチュワードシップ・ソリューション（SSS)

レポート
報酬計算 外貨建

個⼈向け信託
有価証券バック

IFRSコンサル IFRSコンサル
業務改善
運⽤⽀援

経理
レポート

計理 経理
レポート
＋α

成長戦略成長戦略

NEXT

Stage業務全般へ

高

中

低

高

SSS
設⽴⽀援 設⽴⽀援

NEXT

Stage

NEXT

Stage

経理
レポート
＋α

経理
レポート
＋α

融資



ＸＮＥＴの人財確保（採用）戦略
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【②エックスネットから資産運用業界への転職者】

【③資産運用業界出身者】

【資産運用業界】
システム系

（Ｎ，Ｄ・・・）

ＡＭ

生損保

信託

【①中途採用（創業以来）】

【④新卒者】

高卒（商業）

大学

他社で成長した人財
（無期出向者？）

普通のエックス
ネット出身者

ベテラン＆
定年退職者

女性
（育休・子育後）

会社都合による

離職者

エ
ッ
ク
ス
ネ
ッ
ト

他業種
未経験者

エックスネットとの
コラボレーション

不本意な？人財提供

結果として



当社が目指す“三方よし→四方よし”の実現へ

当社は、様々なサービス提供を通じ、資産運用業界全体に広げていくことで、「四方よし」を目指す。

資産運用業界

国民財産の形成
日本経済活性化
（日本再興戦略）

ＣＥ活動
お客様と共に育ち、低コストに業務をサポート

業界の先生
・生損保IT/ユーザー会
の開催

・投資一任・投信アカデミー
の開講

お客様とお客様を繋ぐ
金主・運用会社・企業を繋ぐエンゲージメント活動

エックスネット

お客様

ワンストップサービス
AMO・SO・クラウド等を通じコア業務に集中

コストダウン

業界底上げ

日本経済・国民

本業回帰
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売り手よし

世間よし

未
来
よ
し

サービス利用料による、

当社の売上・利益増

日本国民全体が享受、

運用コスト削減＋市場の活性化

2

3

▶ＷＩＮ-ＷＩＮではなく、世間（世の中）への貢献も意識

買い手よし
資産運用会社の方にとって、

当社サービスを導入することで貢献
1

4

未来よし

人生100年時代
に対応した

資産形成の実現

運用収益獲得へ
人材シフト

資産運用業界
非競争分野の
プラットフォーム

日本経済・国民

資産運用業界

エックスネット
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